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第１章 計画の趣旨                               

 

１ 計画策定の背景と目的 

 空家等は、人口減少や高齢化に伴い年々増加しており、全国的に大きな社会問題となって

います。 

 これらの中でも適切な管理がされていない空家等については、周囲に対する危険や公衆衛

生の悪化、景観の阻害等の問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしてい

ます。 

 国では、平成２６年１１月に「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律１

２７号）（以下「法」という。）」を交付し、地方自治体に空家等対策における役割と権限の

付与を行いました。 

 本市ではこれを受けて、平成２９年４月に「小美玉市空家等対策計画（以下「旧計画」と

いう。）」を策定し、総合的に空家等の対策に取り組んできましたが、国は更に空家等の総合

的な対策強化を図るため、令和５年１２月に空家等の「活用拡大」、「管理の確保」、「特定空

家等の除却等」を柱とした「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」

を施行しました。 

 この法改正に伴い「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な方

針（以下「基本方針」という。）」、「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適

切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）（以下「空家等ガイドライン」という。）」

及び「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン」を改正するとともに、「空家等

活用促進区域の設定に係るガイドライン」などを新たに策定し、空家等対策をより強力に推

進するための方針を示しました。 

 これらの改正の趣旨を踏まえるとともに、旧計画の計画期間が令和７年度末までであるこ

とから、その継続計画として「第２次小美玉市空家等対策計画（以下、本計画という。）」を

策定することとしました。 
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２ 計画の位置付け 

 本計画は、法第７条の規定に基づき策定するものです。 

 また、「小美玉市第２次総合計画」を上位計画とし、「小美玉市国土強靭化地域計画」「第

３期小美玉市まち・ひと・しごと創生総合戦略」との整合性を図り定めるものとします。 

 

３ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関係               

国連が定めた持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Ｓustainable Ｄevelopment Ｇoals）との

関係については、１７項目ある目標の中の「目標１１ 住み続けられるまちづくりを」及び

「目標１７ パートナーシップで目標を達成しよう」を関係深いものとし、本計画を推進し

ます。 
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４ 計画の対象範囲 

 本計画の対象範囲は、「市内全域」とします。 

 

５ 計画期間 

 本計画の期間は、令和８年度から令和１２年度までの５ヶ年とします。 

 なお、国の空家等政策の動向や社会情勢の変化などを踏まえ、必要に応じて見直しを行い

ます。 

 

６ 計画の対象とする空家等 

 法に規定する以下の空家等を対象とします。 

 

(1) 空家等【法第２条第１項】 

建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がされていないことが

常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する者を含む。）をいう。 

 

(2) 管理不全空家等【法第１３条第１項】 

 適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当する

こととなるおそれのある状態にあると認められた空家等をいう。 

 

(3) 特定空家等【法第２条第２項】 

   次のいづれかの状態にあると認められた空家等をいう。 

  ・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

  ・そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

  ・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

  ・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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第２章 空家等の現状                       

１ 人口及び高齢化率の推移 

市の総人口は、2000年をピークに減少傾向にあります。 

一方で、老年人口（65歳以上）の割合は年々増加しており、2050年には 42.5％となる見

通しとなっています。 

 
※ 本表は、2020 年までは国勢調査のデータに基づく実績値、2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所の

データに基づく推計値を用いて作成しました。 
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２ 空き家数の推移や分布 

 総務省が５年ごとに実施する「住宅・土地統計調査」の結果において，本市の空き家数は

増加傾向にあると推定されており、2023年には過去最高の数値となっております。 

 
※空き家数：住宅・土地統計調査における「その他の住宅」で、長期にわたって不在となっている住宅（主に戸

建住宅で賃貸用や売却用を除く） 

 

■小美玉市が把握した空き家の分布 
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■小美玉市が把握した空き家数 

市全体でみると、小川・羽鳥・栗又四ケの地区に空き家が多い傾向にあります。 

 

大字名 
空家数(件) 

大字名 
空家数(件) 

R6 H29 R6 H29 

小川 107 55 堅倉 35 21 

下馬場 4 3 小岩戸 16 3 

小塙 4 0 西郷地 29 11 

中延 46 22 柴高 5 1 

宮田 1 1 鶴田 9 12 

野田 45 23 三箇 10 6 

世楽 9 3 張星 0 0 

佐才 7 2 部室 5 4 

上吉影 17 11 納場 35 11 

下吉影 29 15 江戸 36 9 

飯前 18 10 羽刈 33 17 

上合 16 15 高田 3 3 

与沢 26 14 手堤 1 1 

倉数 15 17 大笹 3 0 

山野 26 10 寺崎 3 2 

幡谷 7 5 先後 3 4 

川戸 28 5 橋場美 8 5 

外之内 8 3 竹原 21 29 

百里 0 0 竹原下郷 10 8 

小川地区計 413 214 中野谷 12 2 

下玉里 33 24 上馬場 4 4 

川中子 10 1 竹原中郷 10 7 

高崎 38 0 小曽納 8 0 

上玉里 40 12 大谷 10 4 

田木谷 35 20 羽鳥 125 54 

栗又四ケ 120 39 花野井 14 3 

東田中 0 0 中台 17 4 

玉里地区計 276 96 美野里地区計 465 225 

合計 1,154 535 

 



7 
 

第３章 空家等対策の取組状況と課題                     

平成２９年４月に策定した旧計画に基づき取り組んできた対策と課題は次のとおりです。 

 

１ 空家等の利活用の推進 

(1)  空き家バンク制度の実施 

空き家の利活用の促進のため、平成３０年度より空き家バンク制度を実施しておりま

す。「空き家バンク」とは、空き家の提供を希望する所有者と利用したい希望者を繋ぐ仕

組みです。 

令和７年３月末時点での実績は、登録物件数３３件、うち成約２６件となっています。 

空き家バンク制度の更なる周知及び登録物件の増加を図るため、令和５年度より固定

資産税納税通知書約２５，０００件に啓発リーフレットを同封し送付しています。また、

同リーフレットを「お悔みデスク」の窓口に据置し、相続する方へも空き家バンク制度

を周知しています。 
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(2)  助成制度 

本市では空き家バンクの利用促進を目的とした助成制度を実施しています。 

① 購入費用又は賃借費用の補助 

空き家バンク物件を購入した方又は賃借した方へ、購入又は賃借に要する費用の一

部を予算の範囲内において補助します。 

② 修繕費用の補助 

空き家バンク物件を購入し入居する方へ、住宅の機能、性能を維持・向上させる

ために、登録物件の一部を修繕、補修、取替え等をする経費について、その一部を

予算の範囲内において補助します。 

③ 家財道具等処分費用の補助 

空き家バンク物件を購入し入居する方へ、空き家バンク登録物件の家財道具等の

処分を、市の許可を受けた一般廃棄物処理事業者へ委託し、その経費の一部を予算

の範囲内において補助します。 

 

(3)支給実績                             単位：件 

種別 取得費補助 賃借費補助 修繕費補助 家財処分補助 

補助額 取得対価の 5％以

内、50万円限度 

家賃 2カ月分、 

10万円限度 

修繕費用の 1/2以

内、50万円限度 

対象経費の 1/2

以内、10 万円限

度 

令和５年度 － － ２ ２ 

令和６年度 １ － １ － 

計 １ － ３ ２ 
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２ 管理不全状態にある空家等の対策 

周囲に悪影響を及ぼしている空家等については、所有者や管理者に対し助言や 

指導を行います。なかでも、危険性が著しく高い状態のものは、特定空家等に認 

定し、より強い行政措置を行います。 

 

(1)  周囲に悪影響を及ぼす空家等への助言・指導               単位：

件 

年度 助言・指導件数 改善 未解決 

令和２年度 ４４ １５ ２９ 

令和３年度 ６１  ７ ５４ 

令和４年度 ６４ １２ ５２ 

令和５年度 ７９ ２０ ５９ 

令和６年度 ５６ １５ ４１ 

※同じ空き家で複数年度に助言・指導があった場合は、年度ごとにカウント 

 

（2）特定空家等の措置状況（令和６年度末時点）        単位：件 

助言・指導１３件 
勧告 命令 戒告 代執行 

解体（補助金交付） 指導中 

５（５） ８ － － － － 

 

(3)  助成制度 

 特定空家等の撤去を促進するため、令和５年度より解体撤去工事について、対象工事費の

1/2（50万円限度）を予算の範囲内において補助しています。 
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(4)  発生抑制 

空き家の適正管理について、ホームページを用いての広報のほか、固定資産税納税通 

知書に啓発リーフレットを同封するなど、管理不全状態の空き家の発生抑制を図ってい

ます。 

 

 

(5)  空家等の相談や対応内容を記録するデータベースの整備、更新 

平成２９年度に市内全域を対象に行った空家等実態調査の結果を基にデータベースを

整備し、その後市民からの相談や現地調査等により情報を更新して空家等の経過を把握し

ています。 

 

【課題】 

 所有者や管理者へ助言・指導を行っても、改善されない案件が蓄積されています。 

今後は、所有者や管理者へ訪問し、面談による意向調査等が更に重要になると考えます。 
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３ 関係主体の連携推進 

(1) 司法書士会との協定締結 

空家対策として所有者等の調査を円滑に推進するため、専門家による調査や所有者か

らの相談しやすい環境をつくることを目的に、茨城司法書士会と連携するため、「空家対

策の連携に関する協定」を平成３０年１０月３日に締結しました。 

 

(2) シルバー人材センターとの協定締結 

空家等の問題解決に向けた取り組みとして、公益社団法人石岡地方シルバー人材セン

ターと連携するため、「空家等の適正な管理の推進に関する協定」を平成３０年１０月１

１日に締結しました。本協定により、「遠方で管理できない」などの理由で空家等の管理

ができない所有者等に対し、シルバー人材センターの空家等の管理に関するサービスを

紹介することが可能となりました。 

 

(3) 水道課及び湖北水道企業団との連携 

 令和５年度より水道課及び湖北水道企業団と連携し、水道中止情報の提供をもとに、

利活用可能な空き家の調査を行っています。 

 

(4) 茨城県宅地建物取引業協会との協定締結及び空家等管理活用支援法人の指定 

空き家バンク制度を実施するにあたり、公益社団法人茨城県宅地建物取引業協会と連

携するため、「小美玉市空き家バンク登録物件の媒介に関する協定」を平成３０年１０月

１１日締結しました。 

また、令和６年２月２１日に空家等管理活用支援法人に指定し、空き家の更なる流通・

利活用の促進を図っています。 

 

(5) 全国空き家対策推進協議会への参画 

空家等対策に取り組む地方公共団体等が、専門的知識や具体的課題等について共有し、

専門家と連携して対応方策を協議・検討する場を設け、実践的な空家等対策について政

策提言を行い、その実現を図ることを目的として、平成２９年８月に「全国空き家対策

推進協議会」が設立されました。 

本市はこの取り組みに参加しています。 
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第４章 空家等対策に係る基本的な方針等              

   

本市の空家等の現状や課題を踏まえ、今後の取り組みに向けた基本的な方針を定め、空

家等対策に総合的に取り組みます。 

 

１ 空家等の実態把握 

  空家対策を推進する上で空家等の実態把握は重要です。空家等の状況は刻々と変化する

ため、関係機関をはじめ市民などから情報提供を受けた空家等について定期的に実態調査

を実施し、個別の対応方針について検討します。 

  また、近隣への影響が深刻な状態にある空家等については、優先的かつ継続的に現地調

査を行い、実態の把握に努めます。 

 

【具体的施策】 

(1) 現地調査 

本市は、平成２９年度に空家等の実態調査を実施しています。その後は把握している空

家等の状態の変化や、新規の空家等の情報収集と調査を定期的に行い、有効活用や適正な

管理を促進します。 

 

(2) 空家等の所有者等の調査・特定 

空家等の所有者等については、不動産登記簿や固定資産課税情報等を確認しても判明

しない、又は判明しても連絡がつかないなど、特定までに人的、時間的負担が大きく伴

うケースが増えています。所有者等の特定は空家等対策の基本となることから、関係機

関と連携し特定に向けた調査を行います。 

  

(3) 空家等情報のデータベース化 

 実態調査等の結果やその後の対応の履歴など、空家等の情報をデータベースにより更

新・管理を行い、個別対応の方針や効果の検証などに活用します。 

 

 

２ 所有者等による空家等の適切な管理の促進 

  空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理

に努めるとともに、行政が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければなら

ないとする原則に立ち、所有者等に的確な助言を行うなど空家等の適切な管理を促進しま

す。 
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【具体的施策】 

(1) 所有者等に対する管理意識の啓発 

空家等が管理不全状態に陥らないように、所有者等の責任において適切な管理を行う

よう、リーフレット等の配布や市ホームページなどを通じて周知・啓発をします。 

(2) 所有者への支援に向けた専門家団体等との連携 

所有者等からの相談に対し、解決に向けた方策について、法務、不動産などの専門的

立場から助言を行ったり、空き家の管理の代行を請け負ったりするなど、空き家の適切

な管理のための必要な支援の方策について、「空家等対策に関する協定」を締結した専門

家団体と連携し検討を行います。 

 

 

３ 空家等の利活用の促進 

  実態調査等の結果、適切に管理され利活用可能と思われる空家等も数多くあります。 

現在取り組んでいる「空家バンク制度」の一層の推進により、空家等を有効に利活用する 

取り組みを実施します。 

 

【具体的施策】 

(1) 「空き家バンク」物件の登録促進 

空き家バンク制度の周知、登録促進を図るため、ホームページ掲載のほか、固定資産

税の納税通知書に案内を同封するなど所有者を対象にした情報発信に定期的に取り組

み、空き家バンクへの物件登録を促進します。 

(2) 空き家活用支援補助制度の推進 

空き家バンク物件を購入し、本市へ移住する方を対象に取得費・修繕費・家財処分費

用の一部を予算の範囲内において補助します。 

(3) 金融機関と連携した流通促進【令和６年度新規】 

住宅金融支援機構と連携し「フラット３５」の活用により、中古住宅の取得支援を行

います。 

(4) 空家等管理活用支援法人の指定【令和５年度新規・拡充】 

  法改正により、新たに空家等の活用や管理に積極的に取り組む NPO 法人や一般社団法

人、一般財団法人、空家等の管理又は活用を図る活動を行うことを目的とする会社を空家

等管理活用支援法人に指定できるようになりました。指定された法人は空家等のマッチン

グ支援や委託に基づく管理・活用等ができるだけでなく、委託に基づく所有者の探索など

も可能となります。 

  本市は、令和６年２月に公益社団法人茨城県宅地建物取引業協会を指定しました。今後

も空家等管理活用支援法人による新たな取組みを検討します。 
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４ 管理不全空家等への対応と特定空家等への措置 

  法改正により、管理不全空家等に対し、市が所有者又は管理者に指導及び勧告を行うこ

とができるようになりました。また、勧告を受けた管理不全空家等は、固定資産税の住宅

用地特例の対象から外されます。 

  この法改正を踏まえ、周辺に著しい悪影響を及ぼす空家等の発生を未然に防ぎ、良好な

住環境の保全を図るため、管理不全空家等の防止・改善に向けた取り組みを推進するとと

もに、特定空家等に対しては法に基づく必要な措置を講じます。 

 なお、空家等が管理不全空家等及び特定空家等に該当するか否かの判断は、国が定め

る「空家等ガイドライン」の内容を基本とします。 

 

【具体的施策】 

(1) 管理不全空家等の防止・改善に向けた取組 

実態調査等により判明した空家等のうち、適正な管理が行われておらず周辺への悪 

影響を及ぼす空家等に対しては、所有者又は管理者へ改善を求めていきます。 

地域住民からの相談に対しては、まず空家等の現場確認を行い、現場写真等を添え 

て所有者へ改善依頼を通知します。 

 

(2) 管理不全空家等と特定空家等に対する措置 

管理不全空家等又は特定空家等と認定された場合、市はその所有者等に対し、そ 

の状態を解消するために必要な措置を講じるよう通知することとなります。 

   管理不全空家等に対する措置は、法第 13条に基づき、行政指導である指導及び勧告、

特定空家等に対する措置は、法第 22 条に基づき、行政指導である助言又は指導及び勧

告、不利益処分である命令、代執行と、必要な措置を命じるべき所有者を知ることがで

きないときの略式代執行に代別されます。（次ページ 図のとおり） 
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■管理不全空家等及び特定空家等に対する措置フロー

特定空家等として対応

意見書の提出機会付与

命　　　令

戒　　　告

状況が改善されない場合 助言・指導

勧告

助言・指導

勧　　　告

空家等の把握、現地調査

所有者等の特定に関する調査

所有者等に改善を依頼

財産管理制度等の活用を検討

管理不全空家等として対応

空家等対策協議会

過　料

代執行令書の通知

行政代執行

費用の徴収

事前の公告

略式代執行

所有者の特定ができない場合

※放置すれば特定空家等になる恐れのある物件

※勧告と同時に固定資産税

の住宅用地特例解除

特定空家等の判断基準を満たす物件

判定依頼

※勧告と同時に固定資産税の住宅用地特例解除

特定空家等と判定

判定依頼

判定依頼所有者等不明

※過失がなく、措置を命ぜられるべき者を確知できない

命令判定
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(3) 小美玉市空家対策協議会の関与 

特定空家等に対する措置の状況については、「小美玉市空家等対策協議会」（以下「協

議会」という）に報告するものとします。 

また、特定空家等の認定及び、行政代執行を行う場合には、あらかじめ協議会の意見

を聴くものとします。 

 

(4) 財産管理制度の活用【新規】 

  法改正により、空家等の適切な管理のために特に必要があると認めるときは、市区町村

においても財産管理人の選任請求が可能になりました。空家等の所有者や管理者が不明で

ある場合や相続人がいないことなどにより、当該空家等に対処するための必要な措置をと

ることができない場合には、民法に規定される不在者財産管理制度、相続財産清算制度、

所有者不明土地・建物管理制度、管理不全土地・建物管理制度の活用を検討します。 

 

 

  （出典：国土交通省Webサイト）  
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資料編                                   

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成二十六年十一月二十七日法律第百二十七号） 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に

関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除

き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するため

に必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ

て公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所

有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収集

及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促

進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなければなら

ない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空

家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供

及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければなら

ない。 
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（空家等の所有者等の責務） 

第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施す

る空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじ

め、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関す

る対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項までの規定に

よる代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等の

数及びその分布の状況、その活用の状況その 
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他の状況からみて当該区域における経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及

び空家等の跡地の活用が必要となると認められる区域（以下「空家等活用促進区域」とい

う。）並びに当該空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図る

ための指針（以下「空家等活用促進指針」という。）に関する事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心市街

地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第二条

第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を有す

る区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要な空家

等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条において

「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用

を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用促

進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第

一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の跡地に

新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七条第一項の規定に

より読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に限る。次項において同

じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用する同法第四十八条第一項か

ら第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を

含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受けるための要件に関する

事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項の規

定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要件」と

いう。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満の道（同 

法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メートル以上接するもの

に限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等活用促進区域内にお

ける経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に資するものとして国土交通省令 

で定める基準を参酌して定めるものとする。 
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７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域

内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定

都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する事項

を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第

一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）の区域を含む空家

等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域の区域及び空家等活

用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条第

二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定

のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）に関す

る事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区域内の建

築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定又は同法第四十八条第一

項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場

合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただし書の規定による許可の権限を有

する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下この項及び次項

において同じ。）と協議をしなければならない。この場合において、用途特例適用要件に関

する事項については、当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、

特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域にお

ける経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項の同意

をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び

第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発及

び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保

たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 
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２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議

会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要

と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができ

る。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空家

等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその

委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必

要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的

で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについ

て、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度に

おいて、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等の所

有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃

貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に

管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）に



22 
 

関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば

特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にある

と認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第

六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空

家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすることがで

きる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態

が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認め

るときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特

定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置について勧告する

ことができる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定によ

る命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をするこ

とができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認

めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請求を

することができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要があ

ると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条

の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その

他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、空

家等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当するもの

に限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的社会的
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活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等

について空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要な措置を講ずること

を要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認める

ときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分につい

てのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第

七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたとき

は、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十

三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「利用者」とあるのは「利用者」と、

「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を

含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第

六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例適用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第

十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当

該公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八条第

一項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第十三項

の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が」と、「認め」とあ

るのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得ない」とあるの

は「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二

項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規

定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用要件（以下この条に

おいて「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得

ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上や

むを得ない」とあるのは「特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむ

を得ない」と、同条第十二項ただし書中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例

適用要件に適合すると認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）

の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区域

に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規定す

る建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供するた

め同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれも当該建築物の用途
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の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協議の結果を踏まえ、当

該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家等

対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途に供

するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可その他

の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮をするもの

とする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十

一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委託に

基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等の活用

に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住宅供

給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する業務」

とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平 

成二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百

号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等活

用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社会的活動

の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十七

年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に

規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促

進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことができる。 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれ

ば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのあ

る状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよ

う助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。 
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３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対

し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定める

ところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができ

る。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知するこ

とができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべ

き者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないと

きを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は

その命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」という。）

にその措置を行わせることができる。この場合においては、市町村長は、その定めた期限内

に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは

市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらか

じめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態に

ある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規定に

より当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特
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定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせ

ることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条

の規定を準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはな

らない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章

（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定

する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しくは活

用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実

に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活用支援法人（以下

「支援法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及

び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更する

ときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなけれ

ばならない。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の管

理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活

用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の空

家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 
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五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務を行

うこと。 

（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める

ときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の規

定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならな

い。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提

供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があるとし

て、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」と

いう。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、当該

支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、

あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報に

よって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、

国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をすること

を提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空家等

対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は変

更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。この

場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明ら

かにしなければならない。 

（市町村長への要請） 
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第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理の

ため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求をす

るよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、

第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定による

請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をし

た支援法人に通知するものとする。 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の

適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、

地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過

料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に規定

する施行時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下この条において「新法」という。）第七条第八項及び第十八条第一項の規定の適用に

ついては、新法第七条第八項中「及び同法」とあるのは「同法」と、「中核市」とあるのは
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「中核市及び地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条

に規定する施行時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項（同条第十項に係る部分に限る。）の規定は、この法

律の施行の日（以下この条及び附則第六条において「施行日」という。）以後に新法第二十

二条第十項後段の規定による公告を行う場合について適用し、施行日前にこの法律による改

正前の空家等対策の推進に関する特別措置法（次項において「旧法」という。）第十四条第

十項後段の規定による公告を行った場合については、なお従前の例による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項（同条第十一項に係る部分に限る。）の規定は、施

行日以後に同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に旧法第十四

条第二項の規定による勧告を行った場合については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定につい

て、その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の措置を講ずるものとする。 
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資料編                                   

 

小美玉市空家等対策協議会条例（平成 28年 6月 20日条例第 26号） 

 

（目的） 

第１条 この条例は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年法律第 127号。以下「法」

という。）第７条第１項の規定に基づき，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施等に関す

る協議を行うため，小美玉市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において使用する用語は，法において使用する用語の例による。 

 （所掌事項） 

第３条 協議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること 

 ⑵ 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関すること 

 ⑶ 空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査の方針に関すること 

 ⑷ 特定空家等に対する措置の方針に関すること 

 ⑸ その他空家等の対策に関して必要な事項 

 （組織） 

第４条 協議会は，委員 10人以内をもって組織する。 

２ 委員は，市長のほか，空家等対策に関し専門的な知識及び経験を有する者その他市長が必要

と認める者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じた場合における補欠の委員

の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長１名を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，協議会を代表し，会務を総理し，会議の議長となる。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議は，会長が必要に応じ招集する。 

２ 会議は，委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，会長の決するとこ

ろによる。 

４ 会長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席を求め，意見又は説明を聴

くことができる。 

５ 市長が第１項の会議に出席できないときは，あらかじめ市長が指定する者にその職務を代

理させることができる。 
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 （専門部会） 

第７条 協議会は，必要に応じて専門部会を置くことができる。 

 （守秘義務） 

第８条 協議会の委員，専門部会の構成員及び会議に出席を求められた者は，正当な理由なく協

議会の職務に関し知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 （報酬及び費用弁償） 

第９条 委員の報酬及び費用弁償は，小美玉市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁

償に関する条例（平成 18年小美玉市条例第 40号）の規定を適用する。 

 （庶務） 

第１０条 協議会の庶務は，市民生活部環境課において処理する。 

 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会に諮

って定める。 

 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 


